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企業名 企業の主要業務 所在都市 設立年次 進出形態 従業員数 駐在員数
A社 金融 北京 独資 １１７ ７
B社 金融 北京 独資
C社 金融 北京 独資 １１９ ７
D社 商社・地域統括 北京 独資 ６５０ ８０
E社 自動車販売・地域統括 北京 ２００１ 独資 ２５７ ３２
F社 電子機器販売・本社 北京 １９９７ 独資 ９８１ ８８
G社 電子機器・地域統括 北京 １９９５ 独資 ７０００ ３２
H社 電子機器・地域統括 北京 １９９６ 独資 １４０ １９
I社 大型建築機製造 合肥 １９９５ 独資 ２０１０
J社 圧縮機製造 西安 １９９６ 合弁 ８５０ ３
K社 家庭日用品製造・販売 大連 １９９６ 独資
L社 女性下着製造 大連 １９９１ 独資 ５３０ ３
M社 健康医療機器生産 大連 １９９０ 独資 ２４００ ３
N社 電子部品・生産 大連 １９９４ 合弁 ６０００ ？
O社 昇降機製造・販売 瀋陽 １９９５ 合弁 ？ ？
P社 ガラス容器製造 安徽省 ２００７ 合弁 ？ ？
Q社 小型照明器具製造 長沙 ２０００ 独資 ３００ ３
R社 精密機械部品製造 天津 １９８９ 合弁（８０％） １，１０１ ４
S社 化学製品製造・販売 北京 １９９１ 合弁（６５％） ３，３７５ １１
T社 自動車エンジン製造 天津 １９９６ 合弁（５０％） １，８００ １１
U社 水力発電機製造 ？ ２００５ 合弁（８０％） ９７２ １０
V社 電子部品製造 ？ １９９５ 合弁（８０％） １，４００ ８
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































A社 金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
B社 金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
C社 金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
D社 商社・地域統括 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
E社 自動車販売・地域統括 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
F社 電子機器販売・本社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
G社 電子機器・地域統括 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
H社 電子機器・地域統括 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
I社 大型建築機製造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
J社 圧縮機製造 ○ － － － ○ － － ○











































































A社 経営理念 ○ ○ ○
B社 ○ ○ ○
C社 ○ ○ ○
D社 企業 ５S ○ ○ ○
E社 企業使命 ○ ○
F社 企業 ５S ○ ○
G社 経営 ５S ○ ○ ○
H社 経営 ○ ○
I社 行動基準 ５S ○ ○
J社 企業
K社 ○ ○






























































































職制 一般→ 係長→ 課長→ 部長
資格 業務職→ 専門職２級→ 専門職１級→ 上級専門
























社員 D→ C→ B→ A→ 班長→ 組長→ 副主任・幹部社員
→ 主管→ 高級主管→ 助理経理→ 経理→ 助理高級経理








職位は、副主任→ 主任→ 係長→ 課長代理→ 課長→























計 １６２ ７．４ ８．０ ５０．０ ３１．５
１－５年 ７０ １０．０ １０．０ ４４．３ ３１．４
６－１０年 ５０ ６．０ ４．０ ５２．０ ３６．０
業
種
１１年－ ４０ ５．０ ７．５ ６０．０ ２７．５
商業・貿易 ５２ ５．８ ７．７ ４６．２ ４０．０
製造業 ３４ ２．９ １１．８ ５２．９ ２９．４




































































































１－５年 ４５ ２８．９ ４４．４ ２４．４
６－１０年 ３１ ４８．８ １９．４ ２９．０
１１年－ ２９ ４８．３ ２４．１ ２４．１
業
種
商業・貿易 ３１ ５１．６ ２２．６ １９．４
製造業 ２３ ３９．１ ３４．８ ２６．１












１－５年 ７０ ４０．０ ４６．７ １３．３
６－１０年 ５０ ３２．３ ４８．４ ９．７
１１年－ ４０ ３７．９ ４８．３ ６．９
業
種
商業・貿易 ５２ ３５．５ ４８．４ ６．５
製造業 ３４ ３４．８ ４７．８ １３．０












１－５年 ７０ ３５．６ ４０．０ ２２．２
６－１０年 ５０ １６．１ ５８．１ １６．１
１１年－ ４０ ２７．８ ５５．２ １０．３
業
種
商業・貿易 ５２ ３２．３ ３２．３ ２５．８
製造業 ３４ ２６．１ ６０．９ ８．７





















































































１－５年 ７０ ８７．１ ７．１ ５．７ ８５．７ １１．４ ２．９
６－１０年 ５０ ９４．０ ２．０ ４．０ ８６．０ ８．０ ４．０
１１年－ ４０ ９２．５ ５．０ ２．５ ８５．０ １２．５ ２．５
業
種
商業・貿易 ５２ ９８．１ １．９ － ８２．７ １１．５ ５．８
製造業 ３４ ８５．３ ２．９ １１．８ ９１．２ ５．９ ２．９























５） 三菱商事（中国）有限公司 HP（http : //www.mitsub-
ishicorp.com/cn/zh/career/job_beij.html、 同 shagh.html）
より
６） 三菱商事（中国）有限公司 HP（http : //www.mitsub-
ishicorp.com/cn/zh/career/job_beij.html、同 shagh.html）
より






















１５） http : //www.canon.com.cn/hr/philosophy.html より
１６） 『AERA』０８．１２．２９－０９．１．５合併特大号 p.３９朝日新聞
社
１７） M社、O社の資格制度については、戴論文に基づく
１８） 朱炎『中国における日系企業経営の問題点と改善策』
Economic Review２００７．７．
１９） （財）海外職業訓練協会編『企業における人づくり－
中国－』p.１１４

（財）海外職業訓練協会編『企業における人づくり 中国』
（財）海外職業訓練協会 ２００９．３
戴 秋娟『中国における日系企業の発展と国有企業経験者の
役割』東京大学社会科学研究所（現代中国研究拠点 研究
シリーズ No.５）
リクルートワークス研究所『中国・人と組織の実態調査・中
国日系企業の人材活用』
張 英莉「在中国日系企業の人材マネジメント－現状・問題
点・課題－」『埼玉学園大学紀要』第７号
張 英莉「在中国内陸部日系企業の経営活動と人的資源管
理」『埼玉学園大学紀要』第１０号
韓 敏恒「在中国日系企業における現地管理職人材の育成に
関する研究－中国天津における日系製造業の事例を踏まえ
て－」『産業経営』第４７号 早稲田大学産業経営研究所
白木三秀『チェンジング・チャイナの人的資源管理』２０１０年
白桃助房 ２０１１年
朱 炎『中国における日系企業経営の問題点と改善策』Eco-
nomic Review ２００７．７．
専修大学社会科学研究所『中国社会の現状』（２００６年）、同
（２００８年）、同（２０１１年）
金 明花「中国における日系木々用の昇進システムの研究－
ホワイトカラー労働者を対象にした事例研究」『横浜国際
社会科学研究』第１５巻第４号（２０１０年１２月）
薛 軍 『在中国の経営現地化問題－多国籍企業現地化論の
再検討－』２０１０年 創成社
大城朝子『台湾日系企業の「日本的経営」－長期雇用を中心
として－』２０１０年 創成社
柴田弘捷「中国の労働市場と大学生の就職事情」専修大学社
会科学研究所『社会科学研究叢書１１中国社会の現状』
２００９年 専修大学出版会
柴田弘捷「在中国日系企業の人事管理（１）－中国人の就業
意識・行動と『現地化』の問題」『専修人間科学論集』Vol,
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１，No.２ ２０１１．３専修大学出版会
付記
１．本稿は、「在中国日系企業の人事管理（１）」（専修人間
科学論集 Vol.１，No.２，２０１１．３専修大学出版会）の続き
である。本稿では、日系企業のホワイトカラーとブルー
カラーの採用、教育・研修および昇格・昇進を扱う予定
であったが、ブルーカラーについては触れることができ
なかった。ブルーカラーの処遇の問題は別稿で論じるこ
とにしたい。
２．本稿で取り扱った、採用、教育・研修、昇進管理に関す
るデータは、（財）海外職業訓練協会編『企業における
人づくり 中国』（財）海外職業訓練協会（２００９．３）、お
よび戴秋娟著『中国における日系企業の発展と国有企業
経験者の役割』（東京大学社会科学研究所 現代中国研
究拠点研究シリーズ No．５）のデータを多く利用させて
いただいた。（財）海外職業訓練協会および戴秋娟氏
に、記して感謝の意を表しておきたい。
３．中国現地調査では、快く調査に協力してくださった各企
業の方々、北京、大連、西安等の調査でいろいろ便宜を
図ってくれた若い友人たち、いちいちお名前を挙げませ
んが、ありがとうございました。改めてお礼を申し上げ
ます。
４．本稿は、専修大学の「研究助成」による研究（２００４年
度、２００５年度、２０１０年度、２０１１年度の「人事労務管理の
実態に関する実証的研究－在外日系企業の人事労務管理
の実態－」（１）（２）（３）（４）、および専修大学社会
科学研究所の「特別研究」（２００５－２００７年度）、グループ
研究助成 A「中国社会研究」（２０１０－２０１１年度）の成果
の一部である。記して感謝の意を表しておきたい。
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